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２ 取引先資格 \下記ア、イ、ウ及びエに該当
しない者であること。ア 当該契約を締結する
能力を有しない者及び破産者で復権を得ない
者。ただし、制限行為能力者であって契約締結
のために必要な同意を得ている者を除く。イ
下記各号の一に該当すると認められる者でその
事実があった後２年間を経過していない者。代
理人、支配人その他の使用人として使用する者
についても同様とする。Ê 契約の履行に当た
り故意に物品の製造等を粗悪にし、又は品質若
しくは数量に関して不正の行為をした者 Ë

公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を
害し、若しくは不正な利益を得るために連合し
た者 Ì 競争の参加を妨げ、又は契約の締結
若しくは履行を妨げた者 Í 監督又は検査に
際し、職務の執行を妨げた者 Î 正当な理由
がなくて契約を履行しなかった者 Ï その
他、当社に損害を与えた者 ウ 会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てをした者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づく再生手続開始の申立てをし
た者。ただし、更生手続又は再生手続の終結の
決定を受けた者は除く。エ 前各号に掲げる者
のほか、反社会的勢力と認められる者。なお、
反社会的勢力とは、暴力団、国際犯罪組織、国
際テロリスト、社会運動標ぼうゴロ等、その他
次の各号に掲げる者をいう。Ê 郵便事業株式
会社が提供するサービスを不正に利用し、又は
不正な目的をもって利用する者。Ë 郵便事業
株式会社が提供するサービスの利用を通じて、
社会的妥当性を欠く不当な要求をする者。Ì

その他、社会的妥当性を欠く不当な要求をする
者。]郵便事業株式会社における取引先資格審
査において、資格を有すると認められた者又は
全省庁統一参加資格を有する者であること。

５ その他 \入札の無効 本公告に示した入札
参加に必要な条件を満たさない者の入札及び入
札の条件に違反した入札 ]契約手続において
使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨
に限る。^入札保証金及び契約保証金 免除
_契約書作成の要否 要 `郵便事業株式会社
資格審査申請書の提出 参加条件を満たさない
者で入札を希望する者は、当社所定の審査申請
書に必要事項を記入の上、上記５に示す場所へ
提出すること。なお、申請の時期によっては本
件入札に間に合わない場合がある。a入札書の
記載方法 落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の５％に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数を切り捨てた金額）をもっ
て落札価格とするので、入札者は消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額の105

分の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。b落札者の決定方法 最低価格をもって有
効な入札を行った入札参加者を最優先交渉権者
（以下、最終入札金額の低い順に２位以下の優
先交渉権者とする）の価格が、郵便事業会社が
別途定める予定価格（非公開）の制限の範囲内
である場合、当該最優先交渉権者を落札者とす
る。ただし、予定価格の制限に達しない場合は、
当該最優先交渉権者から順次、価格交渉を実施
する。なお、本入札はリバースオークションに
より行う。cリバースオークションに関する事
項 本入札に採用されるリバースオークション
とは、一定期間内に入札者が複数回入札金額を
応札できるという競り下げ方式により電磁的シ
ステム上で落札者を決定するものである。なお、
詳細については入札説明書による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年４月 19日

財団法人ＪＫＡ 会長 石黒 克巳
◎調達機関番号 424、425 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 71

] 購入等件名及び数量 補助事業システムの
機能拡張 一式

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期限 平成23年７月31日
` 履行場所 入札説明書による。
a 入札方法 入札金額は、一切の諸経費を含
む総価とする。また、本件については、入札
の際に提案書を提出し、技術審査を受けなけ
ればならない。
落札者の決定に当たっては、入札書に記載
された金額の５パーセントに相当する額を加
算した金額をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の105分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所 〒102`8011 東京都千
代田区六番町４番地６ 財団法人ＪＫＡ 総
務グループ経理チーム（担当：秋月） 電
話：03`3512`1256

] 入札説明書の交付方法 入札説明会におい
て交付する。

^ 入札説明会の日時及び場所 平成23年４月
22日14時 東京都千代田区六番町４番地６
財団法人ＪＫＡ ７階会議スペース

_ 入札書の受領期限 平成23年５月９日17時
` 開札の日時及び場所 平成23年５月13日14

時 東京都千代田区六番町４番地６ 財団法
人ＪＫＡ ７階会議スペース

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨は
日本語及び日本国通貨に限る。

] この競争に参加を希望する者は、２に掲げ
る競争参加資格を有することを証明するため
入札説明書に基づいて競争参加資格確認申請
書を作成し、提出期限内に本財団に提出しな
ければならない。また、本財団の担当者から
提出書類に関して説明を求められた場合は、
これに応じなければならない。提出された競
争参加資格確認申請書は、本財団において審
査し、その結果、競争参加資格を有すると本
財団が確認した者のみが入札に参加できるも
のとする。

３ 入札者に求められる義務等 平成23年６月９
日11時00分までに入札に参加を希望する者は、
入札説明書に明記されている資料等を下記４に
示す場所に提出しなければならない。提出され
た書類を審査の結果、当該物品を納入できると
認められた者に限り入札の対象者とする。なお、
提出された書類について説明を求めたときはこ
れに応じなければならない。

４ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先
〒100`8798 東京都千代田区霞が関一丁目３
番２号 郵便事業株式会社経理部門調達部（備
品・システム担当）担当 米岡 弘晃 電話
03`3504`4213

６ Summary \Contracting entity : Yoshiro

Nakajyou, Senior Exective Vice President,

Japan Post Service Co., Ltd. ]Classifica-

tion of the products to be procured : 14 ^

Nature and quantity of the products to be pur-

chased : About 2,735 sets of thermal printer

expressions for delivery certificate making

machine _Delivery period : By 31 August

2011 `Delivery place : According to the

specifications aTime limit of tender :

11 : 00 AM 9 June 2011 bQualification for

participating in The tendering procedures :

Suppliers Eligible for participating in the pro-

posed tender are those who shall have been

qualified through the examination of the qua-

lifications by Japan Post Service Co., Ltd. for

participating in tenders for offer of services

etc. cContact point for the notice : Hiroaki

Yoneoka Financial and Accounting Group,

Procurement Department, Japan Post Service

Co., Ltd., 3`2 Kasumigaseki 1-chome Chiyo-

da-ku Tokyo 100`8798 Japan. TEL 03`

3504`4213

２ 競争参加資格
\ 平成22・23・24年度に有効な国の競争参加
者の資格（全省庁統一資格）において、関東・
甲信越地域で「役務の提供等」の「Ａ」「Ｂ」
のいずれかの等級に格付けされている者であ
ること。

] 事業者としてプライバシーマーク、情報セ
キュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）
認証等の個人情報保護に関する事業者認定制
度による認定を取得している者であること。

^ 過去２年間において、国、地方自治体その
他の公共団体においてウェブアプリケーショ
ン基盤によるシステム開発・構築実績を有す
る者であること。

_ 補助事業の仕組み及び補助事業システムの
運用について知識を有し、本財団を支援でき
る者であること。

` 本件の履行管理を行う事務所が本財団から
概ね90分以内の場所にあり、本財団との頻繁
な打ち合わせに対応できる者であること。

a 入札説明会に参加し、入札説明書の交付を
受けた者であること。

b この公告の日から開札日までの間に、本財
団から取引停止の措置を受けている日が含ま
れていない者であること。

š


		2011-04-18T14:45:50+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




